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修士論文要旨
１．研究背景と目的
　世界の温室効果ガス排出の約２割は、森林の減少及び劣
化が起源とされている。森林減少が激しい地域は途上国に
集中しており、主に森林から農地への転換、集落の拡大等
の人為的活動が原因である。現在、森林地帯で生活する住
民の多くは貧困で、生活基盤は脆弱であり、焼畑や木材伐
採、副林産物の採取など森林に生活の多くを依存している。
したがって、森林減少を止めるには、社会経済的貧困の緩
和を目指す必要がある。本研究で対象としたREDD+では、
行政機関や住民に対するキャパシティ・ビルディングの必
要性を認識し、森林管理主体の能力を段階的に高めていく
フェーズドアプローチを採用している。しかし、日本の
REDD+関連の支援状況を見てみると、衛星画像解析など
を用いたモニタリングのための技術的支援に限られており、
地域住民のREDD+の準備段階で要求されているキャパシ
ティ・ビルディングに対しては明確なイメージがなされな
いまま関係者間で議論されている。以上から、本研究では
現地調査を通したREDD+第一フェーズにおける具体的な
問題点の抽出と解決策の提案を目的とした。また、REDD+
実施にあたっては、地域社会や地元住民が安定した生活を
送ることができる環境を整え、住民の主体的な活動を支援
するだけの資金的余裕が期待できるのかという疑問が生じ
る。そこで、本研究ではREDD+の手続きに従って発行可能
なクレジット量を算定し、この点についても明らかにした。
２．調査対象地
　インドネシア中央カリマンタン州Pulang Pisau県
Sebangau Kuala郡のPM村、SM村、SJ 村を研究対象地
とした。本研究対象地では、焼畑の減少と森林火災の防止、
農耕地拡大の抑制がREDD+を成功させる重要要件である
とされている。
３．調査方法
　現地住民が森林保全を目指した土地･森林管理システム
を確立するために必要な要素を明らかにするための社会経
済調査を実施した。用いた調査手法はインタビュー及びア
ンケート調査、ワークショップである。また、REDD+活
動の実施によるGHG排出抑制ポテンシャル、ならびに
REDD+で発行可能なクレジット量を推定するため、画像/
LiDARデータ解析及び地上調査を実施した。
４．調査結果と分析
【焼畑の減少と森林火災の防止】
　森林火災の抑制のため、過去に消火隊が結成されたもの
の、村落によってその活動の度合いには差が生じているこ
とが分かった。そこで、消火隊の活動存続の差と現在の住
民の能力の関係を明らかにするため、生計、ニーズ 、意思
決定、協働活動の４つに着目し、判別分析を行った。その
結果、住民の主体性が発揮されている村落ほど消火隊活動
が持続しているということが明らかになった。
【農耕地の拡大抑制】
　本研究対象の泥炭湿地に生育するメラルーカ林の林業的
利用による農耕地の拡大に代替する生計手段としての木材
生産可能性を探った。その結果、メラルーカ材生産に関し
て解決すべき問題を、１）市場の確保、２）季節的な問題、
３）材の大きさに整理することができた。現在は大径材が
少ないために材の市場価格も安い。しかし、消火隊活動を
実施することにより、これらの問題に対処できる可能性も
伺えた。
【REDD+実施によるGHG削減量/クレジット】
　本研究対象地でREDD+活動を実施した際のGHG排出
削減量を算定した。その結果、2032年までの20年間で合計
63Gkg-CO2（年平均で3.1Gkg-CO2/yr）の削減、年間約
12～17億円のクレジット額を見込めるとの結果を得られ
た。また、本研究対象地におけるREDD+のためのキャパ
シティ・ビルディング実施費用を試算した結果、約6000万
円となり、クレジット額の約５％の金額に相当することが
わかった。
５．考察
　調査結果から、村落毎の住民の主体性の違いによって協
同活動の活動存続に差が生じていることが明らかになった。
REDD+のキャパシティ・ビルディングにおいては、直接
住民の生計に影響を与えたり、REDD+活動実施に直接関
わるものに対しての援助に重点が置かれがちである。しか
し、本研究を通じ、協同活動の能力や意思決定能力といっ
た住民の主体性に関する能力を高めていかなければ、たと
えREDD+を実施したとしても、非永続性リスクが高く、持
続的なREDD+実施に悪影響が及ぼされることが示唆され
た。加えて、キャパシティ・ビルディングに必要なコスト
はクレジット額の約５％との結果が得られたが、プロジェ
クトの非永続性リスクを下げることに役立つことをふまえ
ると、投資家にとっても十分費用対効果が高いものだと考
えられる。
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